
令和５年度聴覚障害児支援中核機能モデル事業事業報告 

 

自治体名 青森県 

 

（１）地域の現状と課題 

・難聴児及びその家族などに対する支援については、発達段階に応じた療育とともに、地

域差や切れ目のない支援を受けられる体制が求められる。 

・聴覚障がい児を支援するため、医療、福祉及び教育等の関係機関の連携を強化し、聴覚障

がい児と保護者に対する適切な情報と支援の提供できる体制づくりが必要である。 

 

（参考：青森県の状況 ※R5.3.31時点） 

・新生児聴覚スクリーニング検査 公費負担実施率 17/40市町村 

・聴覚障がい児（身障手帳（聴覚）18歳未満所持者数）79名 

 

（２）都道府県等におけるこれまでの聴覚障がい児支援に係る活動・取組 

・令和４年度に「青森県難聴児の支援体制構築に向けた検討会」設置した。 

・本検討会を難聴児支援のための中核的機能を有する体制として位置付け、難聴児に対す

る支援について検討している。 

・難聴児の早期発見・早期療育に関する計画策定を「青森県障害者計画（第４次）」（R5.3月

策定）に盛り込んだ。 

 

（３）本事業における取組 

① 協議会の設置について 

ア 協議会の構成員 

委員：16名 

（医師・当事者団体・特別支援学校PTA連合会・言語聴覚士会・児童発達支援セ

ンター・市町村職員等） ※詳細は資料２のとおり 

イ 協議会の開催回数、開催日、議題及び出席状況 

・開催回数 １回（オンライン実施） 

・開催日 令和５年12月22日 

・議題 支援体制の整備、ハンドブックの内容について 

     ・出席状況 14名出席／16名中 

      （このほか、協議会の検討課題を整理するため、事前にワーキング会議を２回 

       実施（令和５年８月21日、10月３日）） 

ウ コーディネーターの職種及び経験年数 

   社会福祉法人理事及び言語聴覚士（難聴児に関わる業務経験年数：41年） 

 



エ コーディネーターの主な役割 

   検討内容の取りまとめ、意見の全体調整 

 

② 関係機関との連携 

ア 現状 

 これまで「青森県難聴児の支援体制構築に向けた検討会」において、聴覚障がい

児の現状把握や地域の課題の整理及びその対応策、支援体制の充実について検討し

てきた。 

イ 実施内容及び手法 

・保健・医療・福祉・教育・当事者の関係機関等で新たに協議会を構成し、聴覚障

がい児の早期の治療や教育相談につなげるための支援の流れや関係機関の役割を

整理した。 

・難聴児に向けた支援についてまとめた「お子さんのきこえのハンドブック（本

編・概要版）」を作成のため、掲載内容を協議した。 

ウ 結果 

     各機関の役割が明確となり、確認検査・精密聴力検査の結果、聴覚障がい又はそ

の疑いがあると判断された場合は、早期に医療機関や教育機関を紹介する（相談先

がわかる）体制を確保した。 

 

③ 家族支援の実施 

ア 現状 

    県立聾学校が、対象者の求めに応じて、随時相談や情報提供を行っている。 

イ 実施内容及び手法 

乳幼児教育相談（集団遊び、個別相談）及びきこえ・ことばの相談（聴力、コミ

ュニケーションなど）の実施 

ウ 結果（対象者、実施回数及び支援内容等） 

・対象：乳幼児教育相談…0-6歳の難聴児とその保護者 

きこえ・ことばの相談…幼稚園等に在籍する難聴児とその保護者 

・支援件数：357件（下記④との合計） 

 

④ 巡回支援の実施 

ア 現状 

県立聾学校が、対象機関の求めに応じて、随時巡回支援を行っている。 

イ 実施内容及び手法 

  対面またはサテライトで実施 

ウ 結果（対象者、実施回数及び支援内容等） 

   ・対象：幼稚園・こども園・保育所・小学校・中学校・高等学校・特別支援学校



の園児・生徒やその家族 

  ・支援件数：357件（上記③との合計） 

 

⑤ 聴覚障がい児の支援方法に係る研修の実施 

ア 現状 

県立聾学校が、難聴児の在籍する保育所、幼稚園、学校等の職員等向けの研修会

を行っている。 

イ 実施内容及び手法 

     各県立聾学校が、難聴児の支援方法を習熟する機会を設けるための研修会を企画

して実施。 

ウ 結果（対象者、実施回数及び支援内容等） 

   ・対象：難聴児が在籍する幼稚園・こども園・保育所・小学校・中学校・高等学

校・特別支援学校等の職員、難聴児の支援に関わる方 

     ・実施回数：７回（令和５年度） 

 

（４）考察（本事業の実施前後における改善内容） 

 ・「お子さんのきこえのハンドブック」により、新生児聴覚検査の結果、リファーとなっ

た子とその家族などに対する支援の流れや相談機関を明確に示すことができ、早期に

医療機関や教育機関につなげる体制を整備できた。 

 ・協議会の開催によって各関係機関の情報共有・連携が進んだとともに、各関係機関の

役割が明確化した。 

 

（参考資料） 

 ・資料１ 事業のポンチ絵 

 ・資料２ 協議会構成員 

 ・資料３ お子さんのきこえのハンドブック（本編・概要版） 



青森県難聴児の支援体制構築に向けた検討会委員（令和5年度）

番号 所属 職名

1 公益財団法人　青森県医師会 常任理事

2 公益財団法人　青森県医師会 常任理事

3 青森県立中央病院 総合周産期母子医療センター長

4 青森県立中央病院 新生児科部長

5 弘前大学大学院医学研究科 耳鼻咽喉科・頭頸部外科学講座　教授

6 弘前大学大学院医学研究科 耳鼻咽喉科・頭頸部外科学講座　助教

7 青森県立青森聾学校 校長

8 一般社団法人　青森県言語聴覚士会 副会長

9 社会福祉法人　やまぶき福祉会 理事

10 一般社団法人青森県保育連合会 会長

11 一般社団法人　青森県ろうあ協会 理事・事務局長

12 青森県盲ろう者支援会 会員

13 青森県特別支援学校PTA連合会 青森県立青森聾学校PTA副会長

14 弘前市　健康こども部　健康増進課 参事兼課長補佐兼統括保健師　

15 三沢市　健康福祉部　健康推進課 保健師

16 平内町健康増進課 指導監

(事務局）

職名

1 健康福祉部こどもみらい課 家庭支援グループ　主査

2 教育庁学校教育課 特別支援教育推進室長

3 特別支援教育推進室指導主事

4 健康福祉部障害福祉課 課長

5 社会参加推進グループマネージャー

6 社会参加推進グループ主事

所属


